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1序

　輸出義務政策とは，政府が企業の最終財生産量の一定比率以上（数量基準）

または総販売額の一定比率以上（金額基準）を必ず輸出するこを義務づける

政策である．この政策は，通常，輸出増加を図ることによる国際収支上の改

善，生産の拡大による国内産業の振興及び直接投資と関連し自国に進出した

多国籍企業の市場支配力の制限などを達成するために，発展途上国1〕におい

てよく使われている手段である．それにもかかわらず，これを直接に分析対

象とした論文はそれほど多くない．代表的なものとしてHerander　and

Thomas（1986），Rodrik（1987）などを挙げることができる．前者は部分均

衡の枠組みの中で，完全競争のみを想定し，金額基準の輸出義務政策を分析

している．後者は，一般均衡の枠組みで，外国の多国籍企業に対する数量基

準の輸出義務政策の設定がもたらす効果を分析している．しかしながらいず

れの分析も，各企業は最低輸出比率をちょうど満足（制約条件が等号で成立）

することを仮定している．

　本稿は，数量基準の輸出義務政策がもつ資源配分上及び厚生面での特徴を，

最終財市場での幾つかの市場構造，特に完全競争，独占そして寡占のそれぞ

れにおいて，部分均衡の枠組みの中で検討するものである．そのために我々

は，自国部品調達規定（DomesticContentProtection）に関するGrossman

（1981）やVousden（1987）でのアプローチを最終財市場へ適用することを試

みる．特に問題の本質をより明らかにするために，図による分析を多用する

912



　　　　　　　　　　最終財の輸出義務政策と市場構造　　　　　　　　　　195）

が，簡単化のために数量基準の輸出義務政策を想定する．さらに市場構造が

不完全競争的である場合，輸出義務政策による厚生面での効果をより明示的

に比較するために，ここでは池問（1991）によって導出されたクールノー線

の概念を用いることにしよう．この概念は寡占市場を通常の伝統的な価格・

数量平面で図示する方法を提示し，部分均衡分析における図解上の連続性を

与えるものである．

　分析に入る前に，次の幾つかの仮定を設けよう．まず，輸出義務政策を設

定する自国は加工貿易型の小国としよう．自国は中間財を輸入し，これを加

工して最終財を輸出するが，最終財生産に必要な中間財をすべて外国から輸

入するものとする．通常，輸出義務政策は発展途上国においてよく使われる

が，発展途上国輸入の大部分は最終財生産のための中間財及び資本財で構成

されていることを考えるならぱ2｝，この仮定はそれほど厳しいものではない．

そして輸出義務政策の効果をより顕薯に表すために，輸出義務政策が設定さ

れたとき，最終財の国内市場は何らかの措置，例えば輸入禁止的関税などに

より完全に保護され，最終財の輸入は存在しないものとする．さらに最低輸

出比率を満足できない場合のペナノレティーが十分に大きく，企業は常に輸出

義務比率を満足しているとしよう．

　分析の順序としては，次の第2節では輸出義務政策に関する簡単な部分均

衡モデノレを提示する．第3節では，輸出義務政策を設定したとき，最終財の

．自国での市場構造が，完全競争，独占及び寡占と異なる場合に，それぞれの

市場構造における輸出義務政策による資源配分上の効果を分析する．続く第

4節では，パラメータの変化に対する比較静学を試み，第5節では，結論と残

された課題について言及する．

2　モデノレ

　Vousd㎝（1987）に従い，1単位の最終財を生産するために1単位の中間財

を必要とする次のような生産関数を仮定する．すなわち，代表的最終財企業

の最終財生産量”は，
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（96〕　　　　⊥橋論叢　第108巻　第6号　平成4年（1992）12月号

　　　　　　　　　　　　　π（＝”D＋”w）＝μ

である．エD，〆はそれぞれ代表的的企業の自国販売量及び輸出量であり，μ

は最終財生産に必要な中間財の量である．さらに最終財生産には中間財以外

に，さまざまな費用（変形費用．；transfoming　cost）がかかるものとして，

それを’（エ）とする．ただし，限界変形費用は正（〆＞O）で，逓増（〆〉0）

するものとする．

　さて，政府は最終財部門の各々の企業に対して，全体生産量のθ（θ∈［O，

1］）以上を必ず輸出するような輸出義務政策を適用するものとしよう．なお，

輸出義務策が適用された場合，仮定により，海外からの最終財の輸入は輸入

禁止的高関税または輸入禁止措置などにより存在しない．対称的企業を想定

することで，すべての企業が士単位ずつ生産し，最終財部門の企業数を〃と

するならぱ，最終財産業の総生産量Xは，X＝㎜であり，それは国内総需

要（Xo）と量終財の総輸出量（Xw）の合計として示される．したがって次

の関係，

　　　　　　　　　X＝XD＋X”＝〃z＝〃（〆十〆）

が成立する．そして代表的最終財企業の直面する利潤最犬化問題は，

　　　　　　　　　Maxカw”w＋〆（X”）πD一ゲμ一‘（工D＋〆）　（1－a）

　　　　　　　　　　〃　　　D　　　　　　　　　”　，”，μ

　　　　　　　　　∫、チ．工”≧θ（”η十”w）

　　　　　　　　　”D＋〆＝μ

のように表す二とができる．〆，σ”は最終財及ぴ中間財の世界価格で，小

国である自国にとっては与件である．〆（・）は最終財の国内需要関数であり

（ヵ”＜O），輸入禁止的高関税などにより消費老の裁定が全く不可能な場合の

国内価格水準を表す．企業が最低輸出比率をち上うど満たす（つまり上の制

約式が等号で成立する）ならぱ（1－a）式の利潤関数は，制約条件を考慮して一

書き直すと，次のようになる．

　　　　　　　　　　　π（”）＝カ””一α呼”一f（”）　　　　　　　　　（1－b）

　　　　　　　ただし，ク他＝力wθ十力D（（1一θ）X）（1一θ）
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　〆は輸出比率と国内販売比率によってウェイトづけられた最終財単位当た

　り加重平均価格である・これを合成価格と呼ぼう．代表的企業は，（ユーb）式

　での利潤を最大するための”を選択する．さらに，最終財企業は海外市場で

　は価格受容者（pricetaker）であるが，国内市場では輸出義務政策により最

終財市場が外国の輸入から保護されるので，必ずしも完全競争的な市場構造

　を想定する必要ぽない．他の企業の生産量の変化に対して推測変動（c。、jec．

tura1variation）概念を導入し，対称的企業の仮定下で，利潤最大化の一階条

件及び二階十分条件を求めると，次の式が与えられる．

　　　　　　　　　　〆十力”φ（1一θ）2・一〆一〆一〇　　　（2一。）

　　　　　　　　力肋φ2（1一θ）ヨ・十2カルφ（1一θ）2一〆〈O　　（2－b）

　　　　　　ただし，φ＝1＋（勉一1）〃む＝1＋（〃一1）砂　　ゴキノ

　ここで伽は，企業ゴの1単位の生産量の増加に対応して企業ノが変化さ

せる生産量を企業1が推測したものである．すべてら企業が対称なので，”む

：ひ〃＝砂となり，結局，φ＝1＋（〃一1）〃になる．二のような推測変動のアプ

ローチは，産業組織論の論文では既に標準的なものになっており，その有用

性はφ＝Oは完全競争・φ＝1はクーノレノー的寡占競争及ぴφ＝〃＝1及びX

＝”は独占をそれぞれ示すように，不完全競争の程度を表すのに非常に弾力

的に運用できる．（2－a）式から均衡生産量”は，明らかに

　　　　　　　　　　　・＝・（σ”；力w，θ，φ，・）　．　　　（3）

になる．この均衡最終財生産量は，中間財投入係数を1と想定しているので，

中問財に対する需要関数として解釈することができる．すなわち㎜は，中

間財価格がσ”に与えられたときの，最終財産業全体の中間財需要として解

釈することができる・さらに自国は中問財の生産がないので，干のよ1な中

間財の派生的需要はすべて海外からの輸入によって調達される．したがって

最終財輸出額と中閻財輸入額との差としての貿易収支（3）は，

　　　　　　　　　　　β一力版（X－XD）て肝X　　　　（4）

として示される。一方，全体の厚生（〃）は，通常の部分均衡分析でよく用

いられる消費者余剰と生産者余剰の合計，すなわち
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（98）　　　　一橋論叢　第108巻　第6号　平成4年（1992）12月号

　　　　　　　w＝消費老余剰十最終財部門の生産老余剰

として表すことができる．

　　　　　　　　　3輸出義務政策の資源配分効果3〕

　まず，輸出義務政策により自由貿易均衡とは異なる実質的な効果が得られ

るためには，国内最終財市場に輸入障壁が存在して消費老の裁定が制限され

なけれぱならない．それは（1－a）式から，もし消費者の裁定が可能であるな

らば，最終財の国内価格は世界価格水準に一致することになり，企業の利潤

は自由貿易での利潤と一致するので，企業は輸出義務政策にもかかわらず生

産量”を自由貿易での水準に保つ．国内価格が世界価格水準に一致する限

り，国内消費水準も自由貿易での消費水準に一致するので，輸出義務政策に

よる最終財輸出の拡大は，それに相当する分だけの超過需要となる．この超

過需要は最終財の輸入の増加をもたらすので，輸出義務政策は国際収支の改

善には何ら役立たない．一方，最終財に対する輸入禁止的関税などの輸入障

壁が存在するならば，輸出義務政策によるいかなる国内の超過需要も国内価

格を上昇させることで清算される．したがっ七国内消費はすべて国内生産に

よつて賄うことができる．我表は輸出義務政策とともに国内最終財市場に輸

入禁止的措置が施され，最終財の国内消費は国内生産によってのみ満たされ

る状況を考えよう．

　3，1最終財市場が完全競争の場合（φ＝0）

　完全競争において力D＞〆である限り，企業は最低輸出比率制約（θ）を超

　えて輸出することはたい（すなわち，制約条件は等号で満足される）．〆〉

〆であるにもかかわらず，θを越えて輸出を行うことは，自国の国内での販

売価格（力”）よりも低い世界価格（〆）で財を販売することになるので，そ

　の企業はその超過輸出の（1一θ）部分を国内へ，θ部分を海外に輸出するこ

　とによつて利潤を高めることが可能に存るからである．したがって最終財産

　業の均衡は，（2－a）式にφ＝Oを代入する二とで，

　　　H（X，θ，〆）＝〆（X）一ゲー’（X加）
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　最終財の輸出義務政策と市場構造

図1完全競争のときの輸出義務政策
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　　　　　　　λ　　　　　　　3
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　　　　　　　　　　xπx〃x固　　　　x

（99〕

　　　　　　　　　＝力”θ十〆（（1一θ）x）（1一θ）一σ”一〆（x加）一〇（5）

になる．ここで〆（X）は，最終財企業が直面する需要関数を合成価格で評

価した有効需要関数として解釈することができる．その傾きは，ψ㍗6x＝

力”（1一θ）2〈Oで必ず負であり，また国内需要関数の傾きよりもゆるやカ、で

ある・そして完全競争下の均衡は産羊の有効需要関数と産業の供給関数が交

わるところで決定される．

　〈図1〉は，線形の国内需要関数を想定した場合の典型的な有効需要関数に

よって，自由貿易と輸出義務政策下でのそれぞれの産業均衡が示されている．

ここで曲線GDは〆で表した国内需要関数であり，GD’は企業が最低輸出’

比率（θ）を満たレたときの，総生産量（X）の関数として表した需要関数を

表す［力D＝〆（（1一θ）X）1・そして需要は力・一グでは無限になるので，企業

の直面する需要関数はGVV’となり，これを合成価格（〆）で表わした有効

需要関数はG’VV’となる．すなわち，〆は〆と〆との加重平均である

ことから，有効需要関数は必ず〆と〆の間になけれぱならない．さらに
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（1OO）　　　　一橋論叢　第108巻　第6号　平成4年（1992）12月号

〆が〆と一致するところでは小国の仮定から需要は無限に拡大されるの

である．

　今，自国の最終財の総供給曲線〆十〆（x加）が図1のMc曲線のように

与えられたとしよう．自由貿易均衡では，産業はX町を生産し，〆Hを国

内で消費，HMを海外に輸出する．消費老余剰はGH〆であり，生産老余

剰は州Lである．ここで輸出義務政策が設定されたとしよう・輸出義務

政策下での均衡はGlVV’曲線とMC曲線の交わるE点で決まり，そのとき

の産業の生産量はX、舟であり，国内均衡価格水準は〆，そして均衡合成価格

は〆となる．生産量〆B（＝X〃）のうち，ABが輸出され，〆Aが国内消

費となる．消費老余剰はGA〆であり，生産老余剰は〆πEMLである．こ

こでひとつ注意することは，図1及び以下の関連する図においてl　MC曲線

とカら曲線との交点Mは，点・よりも必ず左側に位置することにある・こ

れは政府の輸出義務政策は，それがないときの輸出量（HM）よりも必ずよ

り多くの輸出を義務づけるように設定されることを意味する．

命題1；輸入障壁が存在するときの輸出義務政策は，自由貿易均衡に比べ，

　　自国市場が完全競争であるならば，産業の産出量，利潤（生産老余剰）

　　及び輸出量を増加させる．さらに国内価格の上昇により1国内消費は自

　　由貿易均衡より減少し，消費老余剰は減少する．これは輸出義務政策に

　　　より，企業は生産物を国内市場から外国市場に回すので，自国での価格

　　水準を高める効果をもつからである．

　では，このような輸出義務政策の厚生側面に関して考察しよう．対象とす

　る国は小国である二とから，自由貿易を維持するときに厚生は最も高い．そ

れにもかかわらず，このような貿易制限的政策として輸出義務政策が広く使

　われるのは，第1節においても述べたように，その政策目標かち考えねぱな

　らない．ここでは特に，輸出義務政策の資源配分上の死重損失（Deadweight

　lOSS）を，最終財生産を輸出義務政策での生産量と同水準に維持するための

　生産補助金（生産維持生産補助金），最終財輸出を輸出義務政策での輸出量と

　同水準に維持するための輸出補助金（輸出維持輸出補助金）の死重損失との

　918
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比較を通じて，その有用性を相対的に評価してみよう．このとき，次の命題

が成立する．

命題2・完全競争において・輸出義務政策，生産維持生産補助金，輸出維持輸

　　出補助金の厚生比較において，死重損失は輸出義務政策が最も大きく，

　　その次が輸出維持輸出補助金政策であり，生産維持生産補助金による死

　　重損失が最も小さい．しかしながら貿易収支改善効果は輸出義務政策が

　　最も大きL・．

　このことは図1を用いて，次のように説明でき亭．まず，輸出義務政策の

自由貿易時の厚生と比較した死重損失はAFH（＝BJI）十EMJ4〕である．一

方，生産をX〃水準に維持するための生産補助金政策を取ったときの死重

損失は，EMJである．そして輸出をAB（・≡HI）の水準に維持するためには

輸入禁止的関税工＝βKとAB（＝1αβ）の輸出に対して輸出補助金∫＝βKを

与えることにしよう．このような輸出補助金政策を取ったときの死重損失5〕

はβMK＋βKIである．明らかに生産補助金による死重損失が最も小さく，

その次が輸出補助金の死重損失であり，輸出義務政策の死重損失が最も大き

い．このことは，完全競争において政策目標に直接的に影響を及ぼす政策が

最も有効的であることからも自明なことであり，したがって輸出義務政策は

生産維持のためにも又は輸出拡大のためにも決して有効な手段ではないこと

が分かる．‘それにもかかわらず輸出義務政策は国際収支（B）を必ず改善し，

しかもその効果は上の二つの政策よりも大きい．国際収支．の変化（媚）は，

（4）式から，

　　　　　　　　　〇三8＝力”（dX－6XD）一σ”dX

　　　　　　　　　　＝必（〆一αw）一カw荻刀　　　　（6）

として示されるが，〆〉ゲである限り，輸出義務政策は生産の増加（6X〉

O）及ぴ国内消費の減少（ゴXD〈O）により必ず改善される．そしてその改善

の効果は輸出補助金のそれよりも大きい．

　3．2最終財市場が独占の場合（φ＝η＝1）

　前項で・最終財市場が完全競争的であるときには，利潤最大化企業は最低
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輸出比率制約を必ず等号で満足することを確認した．しかしながら輸出義務

政策により国内最終財市場に何らかの市場支配力が生じるならば，国内市場

において市場支配力をもつ企業はむしろ最低輸出比率を越えて輸出すること

があり得る．このことを，特に独占の場合について見よう．輸出義務政策に

より国内最終財市場が独占的であるとき，独占企業の利潤最大化問題は（1－

a）式から，

　　　　　　Max〆（X－X”）十力D（XD）XD一〆X一チ（X）　　　　（7）

　　　　　　X，X．

　　　　　　　　　　　　　　　　5．f．X”≦（1一θ）X

．　　　　　　　　　　　　　　X，X”≧・O

のように書き直すことができ，通常のクーン・タッカー条件から独占企業の

最適な生産量（X）及び最適国内販売量（XD）は次の関係式

　　　力〃一〆一〆十λ（1一θ）≦θ，X≧O及び　X［力w一〆一ポ

　　　十λ（1一θ）1＝O　　　　　　　　　　（8一・）

　　　一クw＋力〃XD＋〆一λ≦O，XD≧O　及び　Xo［一〆十力D’XD

　　　＋カLλ1－O　　　　　　　　　　（8－b）
　　　λ≧O，　　一XD＋（1一θ）X≧O　及び　λ［二XD＋（1一θ）X］＝・O

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－c）

を満足しなければならない（λはラグランジン乗数）．λはシャドウプライス

（shadow　price）として，制約の徴小卒緩和に対して目的関数の最適値の変

化程度を測るものにほかならない．

まず，λ＝Oのケースである．この場合，輸出義務制約が厳密な不等号で成立

するので，（1一θ）X＞XDまたはθX〈X”になる．X，XDが正であれぱ，

上のクーン・タッカー条件は，

　　　　　　　　　　　　　　力W＝σW＋〆

　　　　　　　　　　　　　〆＝〆十力”XD

になる．これはCaves　and　Jones（1973）の内外価格差別化によるダンビン

　グモデノレに一致する．即ち，独占企業は自分の限界費用が世界価格水準に一
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図2独占のときの輸出義務政策（ノ＝O）
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致するところまで生産を行うが，自国及ぴ海外からの限界収入がちょうど一

致するように自分の産出量を分配するであろう．図2を見よう．自由貿易の

とき，自国の独占企業は〆M（＝Xπ）を生産し，HMをグの価格で海外に

輸出，残りの〆Hを〆の価格で国内消費に当てていた．輸出義務政策の

導入により国内において市場支配力をもつようになった独占企業は，全体の

生産量決定に関しては〃R＝〃C条件に従いつつ，その分配に関しては自国

からの限界蚊入と輸出の限界収入を一致させようとするので，全体生産は

〆y（＝X服＝Xπ）で自由貿易での水準と変わらないが，国内消費は〆F

に減少し，海外輸出はFMと増加する．その時の国内価格水準は〆であり，

それは閉鎖経済での独占価格加Dよりも高い水準にある．そしてこの輸出

量FMはX〃での最低輸出枠A’B’よりも大きく，輸出義務の制約条件は実

際としてきいてないのである．

　次はλ〉Oのケースである1この場合には，最低輸出比率制約がちょうど

満足されるべく，（1一θ）X＝XDである．これはθが十分に大きい場合であ
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　　　図3　独占のときの輸出義務政策（λ〉O）
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り，国内量終財の独占企業は単純な市場差別化による利潤最大化行動に従う

ことができない．制約が完全にきいているので（（1一θ）X＝X”），上のクー

ン・タッカー条件は，X〉O，X”＞Oのときには，

力πθ十州1一θ）X）（1一θ）十力”（（1一θ）X）（1一θ）2X一ρ”一〆（X）

＝〆回（X）十力”（（1一θ）X）（1一θ）2X一〆一〆（X）＝O

を必ず満足することになる．これは（2－a）式に，〃＝θ＝1，”＝Xを代入し

た式に外ならない．したがって独占企業は，合成価格で表した有効需要関数

から導かれる限界収入と限界費用がちょうど一致するところで生産量を決定

することを示す（図3）．

　図3において，独占企業が直面する有効需要曲線は前と同様にG’VV’で

ある．そしてこの需要曲線から得られた限界収入曲線（MR・）と自分の限界
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費用曲線（MC）が交わるところE点で均衡が成立する．ただしここで注意

すべきことは，E点は必ず〆よりも高いところで得られることである6〕．均

衡点Eの下で，独占企業の生産量は力w∫（＝X〃）であり，そのときの国内価

格はヵDである．輸出量はABであり，残りの部分力DAが国内消費となる．

輸出義務政策による独占のときの生産量（X〃）は，明らかに自由貿易のと

きの生産量（X町）より大きく，そして生産老余剰〆eEMLも自由貿易のと

きの生産老余剰グMLよりも犬きくなっている　しかしながら消費者余剰

は自由貿易のときのGHグからGA〆に大きく減少している．以上のこと

は，次の命題として整理することができよう．

命題3；輸出義務政策により自国市場が独占的であり，しかも最低輸出比率

　　θが十分に大きいならぱ，輸出義務政策の設定は，自由貿易均衡に比べ，

　　産業の産出量，利潤（生産者余剰）及び輸出量を増加させる．さらに国

　　内価格の上昇により，国内消費及び消費老余剰は減少する（図3参照）．

　　しかしながら最低輸出比率θがそれほど大きくないならぱ，輸出義務政

　　策の設定により独占企業は自由貿易での産出量水準を変える事なく，自

　　国と外国からの限界収入を一致させるような生産量の配分を行う．結果

　　として輸出はむしろ最低義務輸出枠を越えて増加するので，自由貿易均

　　衡に比べ，国内消費及び消費老余剰は減少し，国内価格は上昇する．そ

　　してこの国内価格は閉鎖経済での独占価格よりも高い．生産老余剰は明

　　らかに増加する．（図2参照）．

　では，独占のときの輸出義務政策による厚生面での死重損失は，生産維持

生産補助金，輸出維持輸出補助金と比べてどうであろうか．まず，θが比較

的に小さく，独占生産老が最低輸出比率枠を越えて輸出する場合についてみ

よう（図2）．この場合，輸出義務政策は生産の拡大には何の役にも立たな

い．その死重損失はAFHである．一方，輸入禁止的関税とともに輸出補助

金政策により輸出をFM（＝αβ）水準に拡大した場合の，死重損失はαNH

＋βMKである．明らかに輸出義務政策による死重損失がより大きい．しか

し貿易収支の改善の側面からは，輸出義務政策は最終財輸出が増加したにも
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かかわらず中聞財輸入は変化しないので，当然，貿易収支が改善される．一

方の輸出補助金政策は，最終財輸出は増加するが中間財輸入も増加するので，

その改善幅は輸出義務政策よりも小さい．

　次に，θが十分に大きく，独占生産者が最低輸出比率をちょうど満たして

いる揚合についてみよう（図3）．このことは先の完全競争の場合と全く同様

に説明できる．すなわち，まず輸出義務政策の死重損失は完全競争のときと

同様にAFH（＝BJI）十EMJである．そして生産をX〃水準に維持するた

めの生産補助金政策を取ったときの死重損失は，EMJである．一方，輸出を

A直（＝αβ）水準に維持するためには輸入禁止的関税f＝βKとαβ（二AB）

の輸出に対して輸出補助金∫＝βKを与えることにしよう．このような輸出

補助金政策の死重損失は，αNH＋βMKである．明らかにEMJの死重損失

をもつ生産補助金政策の死重損失が最も小さく，輸出要求政策の死重損失が

最も大きい．

　一方，貿易収支の改善（棚）は，棚＝グ（6X－6XD）一〆dXであるの

で，輸出義務政策の貿易収支改善分は，朋＝〆（MJ＋FH）一ゲ（MJ）＞Oで

あり，生産補助金政策の貿易収支改善分は，棚＝〆（MJ）一〆（MJ）＞Oで

ある．さらに輸出維持輸出補助金政策の貿易収支改善分は，∂B＝〆（MK、

十NH）一σ”（MK）＞Oである．それぞれの比較により，輸出要求政策による

貿易収支改善効果は，同量の輸出を行うための輸出補助金政策による貿易収

支改善効果よりも効果が大きいことが分かる．これは輸出義務政策が国内市

場を保護することにより，海外輸入を制限する効果をもつからであり，それ

が国内市場が独占の場合にはより強く現れることからも理解できるのである．

したがって，次の命題が成立する．

命題4；最低輸出比率がちょうど満たされる（制約条件が等号で成立する）

　　ならぱ，最終財の市場構造が完全競争のときでも独占のときでも輸出義

　　務政策の死重損失が最も大きく，その次が輸出維持輸出補助金政策の死

　　重損失で，生産維持生産補助金の死重損失が最も小さい．そして貿易収

　　支改善効果は輸出義務政策が最も大きい．
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　3，3最終財市場が寡占の場合（φ＝1）

　寡占のケースは独占のケースの延長として考えられるので，寡占の場合に

も独占の場合と同様に，最低輸出比率θを越えて輸出を行うケースと，θに

一致する輸出を行うケースとの二つのケースがあり得る．すなわち輸出義務

政策により国内最終財市場が寡占的であるとき，クーン・タッカー条件から

求められる代表的企業の最適な生産量（エ）及び最適国内販売量（エD）は次の

関係式，

グー〆一〆十λ（1一θ）≦O，”≧O及び　工［〆一σw－f’十λ（1一θ）］＝O

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－a）

一力”十〆’φ〆十〆一λ≦O，〆≧O及びz刀卜〆十力D’伽D＋力D一λ］＝O

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9－b）

λ≧O，　　一〆十（1一θ）エ≧0及び　λ［一πo＋（1一θ）”］＝O（9－c）

を満足しなけれぱならない（λはラグランジン乗数）．この式はφ＝1として，

独占のとき条件式（8）にX二Xoの代りに”，”Dを代入すれぱ，全く一致す

る．

　まず，λ＝Oのケースとして，このときには輸出義務制約が厳密な不等号で

成立するので，各々の企業は自国及び海外からの限界収入を等しくさせるよ

うに自分の産出量の配分を決めようとする．結果として，実際の翰出が最低

輸出比率θを越牟て輸出される．当然，上の（9）式の条件式は，λ＝O，φ＝1

（クーノレノー競争）及び”，”刀＞Oから，

　　　　　　　　　　　　力w1σw＋〆（x／〃）

　　　　　　　　　　　〆＝〆十カル・（xD加）．

になる．式から分かるように，均衡総生産量（X）はη個企業のアグリゲー

トした限界費用曲線（産業の供給曲線）と世界価格（〆）が一致するところ

で決定され，そして各企業は国内，海外からの限界収入が一致するように産

出量の配分を行っている．

　次はλ＞Oのケースである．独占のケースと同様に，θが十分に大きく，
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各々の企業は最低輸出比率θをちょうど満たすようになり，したがって上の

クーン・タッカー条件は，■〉O，〆＞Oのときには，

力wθ十〆（（1一θ）X）（1一θ）十力D’（（1一θ）X）（1一θ）2”一σw一〆（π）

＝〆（X）十カ”（（1一θ）X）（1一θ）2”一ρL〆（”）＝O

を必ず満足しなけれぱならず，全く（2－a）式に一致する（ただし，φ＝1）．

上の第2番目式の第一項と第二項は有効需要関数から導かれる限界収入であ

り，第三項と第四項は限界費用である．明らかに各企業は有効需要曲線から

得られた眼界収入曲線と限界費用が一致するところで生産を決定し，その生

産のちょうどθほどを輸出する．

　このよらに寡占のときにも独占の場合と基本的には同様の設定となるので，

独占の場合に成立した命題及び厚生上または貿易収支上の特性はそのまま適

用される．したがって，ここで再ぴ繰り返す必要はない．しかしながら上で

説明したような寡占均衡を，独占の場合と同じように価格・数量平面で図示

するのは，寡占均衡の分析としての伝統的反応曲線アプローチでは困難であ

る．そこで，我々は寡占均衡を図示する一つの有用のツーノレとして，いわゆ

るクーノレノー線の概念（池間（1991））を導入し、現在のケースでそれがどの

ように適用されるかを見よう．

　クールノー線の基本概念は次の通りである．一つの産業が一つの企業で構

成されている場合には，その独占企業の直面する需要曲線は，その企業が生

産する財に対する市場全体の需要曲線に等しい．したがって利潤最大化を目

指す独占企業は〃R＝〃C条件によって得られる均衡点において生産量を

決定し，それに応じて財の価格を設定する．このように決定される独占企業

の利潤を最大にする価格と生産量（需要量）の組み合わせは，「クーノレノー

（均衡）点」と呼ぱれる．クーノレノー点は，需要曲線と費用曲線が与えられれ

ば，通常一意的に，需要曲線の一つの特定の点に定まる．しかし独占企業の

直面する需要曲線が数量に沿って平行にシフトにするにつれて，独占企業の

利潤を最犬にする価格と生産量の組み合わせがある軌跡を成すが，この均衡

点の軌跡がクーノレノー線である．
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図4寡占のときの輸出義務政策（λ嵩O）
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　　　　まず，図4のλ＝Oの時の輸出義務政策下の寡占均衡から説明しよう．図一

　　4において，∫1は限界機会費用が〆のときに，独占企業の国内需要関数GD

　　に対するクーノレノー線である．二れは図2の独占のときの輸出義務政策（λ

　　＝O）での，〆点とA点を通る直線に対応するものであり，具体的関数式は

　　〆＝一ヵD’XD＋〆として示される．明らかに∫1は，需要曲線GDを数量軸

　　に沿って平行にシフトさせた場合の，独占企業の利潤最大化をもたらす価格

　　　と生産量の組み合わせの軌跡であることは言うまでもない．このような市場

　　需要曲線の平行シフトは，まさしくクーノレノー推測から起因する．クーノレノ

、　　一競争では，各企業はライバノレ企業の生産量をそれぞれ与えられたものと見

　　　なして自分自身の利潤を最犬化する価格と生産量の組み合わせを選択するか

　　　ら，各企業にとってライバノレ企業の生産量の各水準は，あたかも企業の直面

　　する需要曲線のシフトと同じように見なされる．言い換えれば，各企業はク

　　　ーノレノー線∫・に沿って行動する．したがって産業に一つの企業のみが存在
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図5寡占のときの輸出義務政策
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（独占）するならぱ，産業全体のクーノレノー供給曲線は∫1に一致し，二つの企

業が存在（複占）するならば，∫1を水平に2倍したのが産業全体のクーノレノ

ー供給曲線（∫・）となる？）．図4において，∫祀は明らかに，〃個企業のクーノレ

ノー供給曲線としてSlを水平に〃倍したものである．そして〃個企業が存

在する産業全体のクニノレノー供給曲線としての役割をする．∫蜆は〆＝

（一1／〃）力DlxD＋〆として表すことができる．Mc尻はアグリゲートした限

界費用曲線である．全体の生産量は力wM（＝Xπ＝Xκ。）であり，国内最終

財市場での均衡はクールノー供給曲線∫蜆と市場需要曲線GDとの交点であ

るA点で与えられるので，最終財の国内消費及び国内価格水準は力wF，P刀

である．そして実際の輸出量FMは最低義務輸出量A1旺よりも多い．消費

者余剰はGA〆であり，生産者余剰は〆AFMLである．

　次に図5はλ＞Oの時の輸出義務政策の寡占均衡を図示したものである．

このときには，各企業は有効需要曲線GlVV1に対して利潤最大化の価格・
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生産量の組み合わせを決定する．G’VV’に対応する独占企業の揚合のクー

ノレノー一線を∫1とするならば，∫1を水平に〃倍したのがπ企業の産業のクー

ノレノー供給曲線（5π）である．MC用はアグリゲートした限界費用曲線であ

る．産業の均衡は産業のクーノレノー線∫蜆と有効需要曲線G’VV1の交点2蜆

で達成され，、そのときの全体の生産量は〆θ蜆（＝π〆θ、＝Xxπ）であり，これ

は明らかに自由貿易下での生産水準X〃よりも大きい．国内価格水準は〆

であり，全体としてABが輸出され，力DAが国内消費となる．消費者余剰は

GA〆であり，生産老余剰は〆εハEMLとしてあたえられる．

4　比較静学

　これまでに小国仮定の下で，輸出義務政策がもたらす資源配分上の効果を，

それぞれの市場構造に応じて明らかにした．ここでは中間財の価格（σw），

最終財のの価格（グ），最低輸出比率（θ），及ぴ企業数（〃）など外生的バラ

メータが変化した場合の比較静学を試みる．市場構造にかかわりなく，企業

が最低輸出比率をち上うど満たしているケース（λ〉O）のみを考えよう．こ

の場合，産業の均衡として（2－a）式が常に成立するので，全徴分すると，

　　　　　∂θ｛力”一力D一力”（1一θ）（〃十2φ）”一力D”（1一θ）2φ〃”2｝

　　　　　十〇ヒ｛カ”（1一θ）2（〃十φ）十力D”（1一θ）ヨφ〃”一左”｝

　　　　　十ゴη（1一θ）2”｛力D’十ヵD”（1一θ）φ”｝十4ヵ”θ一吻w＝O　　　　（10）

になる．ここで中間財価格（σ”）の徴小な増加が企業の産出量（π）に及ぼ

す効果は，6θ＝助”二励＝Oとおいて，ぬ肋”をもとめると，次のようにな

る．

　　　　　　　　　　　　　　ゐ　　　1
　　　　　　　　　　　　　万＝了くO

∫≡力”（1一θ）2（〃十φ）十〆”（1一θ）3φ〃”一オ”の符号は，産業の安定条件から

負である（Seade（1980））．中間財価格の上昇は限界費用曲線を上にシフト

させることで，企業の費用条件が悪化し，各企業及び産業の産出量（X）は

減少する．明らかに輸出（θX）及び国内消費（（1二θ）X）は減少，国内価格
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水準（ヵ”）は上昇する．最終財の輸出価格（〆）は一定なので，合成価格〆

は必ず上昇する　そして需要関数が大きく凸でない限り，生産老余剰は減少

する8〕．さらに（3）式の貿易収支（B）は，最低輸出比率条件が等号で満足さ

れるので，B二X（〆θ一〆）のように表すことができる．初期条件におい

て〆θ〉σwを仮定すれぱ，中間財の価格上昇は貿易収支を悪化させる．

　次に，最終財の世界価格（〆）が上昇した場合の効果は，（7）式から∂θ＝

伽＝吻”＝Oを代入し，ぬ肋岬を求めると，

　　　　　　　　　　　　　　血　　　　θ
　　　　　　　　　　　　　万；■了〉O

となる．最終財の世界価格（〆）の上昇は，有効需要曲線をちょうどθだけ

上にシフトさせることで，全体の産出量は増加する．結果として輸出及ぴ国

内消費は増加，国内価格水準（φD）は下落する．〆の上昇によりヵDが下落

するので，合成価格（〆）の変化はその相対的変化に依存するが，需要関数

が大きく凸でない限り，合成価格は上昇する9〕．生産老余剰は増加し，貿易

収支も改善される．

　企業数の増加による産出量に変化は，（7）式から6θ＝ψ”＝吻”＝Oを代

入すると，

　　　　　　　　亙＿　雌土　　　　　　　　伽　　　　　　　　　　∫

　　　　　　　五一工十津一姐。θ
　　　　　　　伽　　　　　伽　　　　　　／

になる．したがって需要の傾きの弾力性をE10〕とするならぱ（ただし，E＝

一XD〆”加”），Eφノ〃＜1である限り，〃の増加により単位企業当たり均衡産

出量は減少する（図5参照）．しかし産業の均衡産出量は増加するので・輸出

及び国内消費は増加し，国内均衡価格水準は下落，合成価格も下落する．し

かしながら生産老余剰の変化は合成価格下落の負の効果と生産の増加による

正の効果の相対的大きさに依存するので，必ずしも明確ではない8〕．そして

貿易収支は全体生産量が増加するので，〆θ一〆〉Oを仮定する限り，必ず

改善される．
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　一方，θの増加が均衡産申量に及ぼす効果を見よう．（1O）式に伽＝ψ”

＝吻”＝oを代入して血／6θを求めるならぱ，次のようになる．

　　　　亙＿　　　カw一力D一カ”（1一θ）（〃十2φ）”一力o”（1一θ）2φ〃”2

　　　　♂θ　　　　　　　　　　　∫

したがって最低輸出比率（θ）を拡犬した場合，均衡産出量が増加するために

は，上の式の分子が正でなければならない．XD＝（1一θ）㎜であることに

注意して，その条件を求めると次のようになる（但し，ε＝一XD力”炉，E＝

一XDカD”炉1）．

　　　　　　　　　　　吻一ε（・十2φIE）。4
　　　　　　　　　　　　　　　例　　　　　　力

すなわち，均衡国内価格水準（クD）と世界価格水準（グ）との価格格差が少

　　　　　　　　　　図6　θの拡大（完全競争の場合）
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ないほど，ぬ〃θ＞Oになる可能性がより高い．参考に，消費老の裁定（ar・

bitrage）が存在するのであれぱ，〆＝力Dになるので，E＜2＋（〃φ）である

限り，あ〃θは必ず正になることが確かめられる．

　図6を利用して，最終財市場が完全競争のケースについてθの拡大に伴う

均衡の変化について説明しよう．図6において，θの拡大により有効需要曲

線はG1VlV’からG．V．V’にシフトする．有効需要曲線の傾きがよりゆるや

かになっていることが確かめられる．まず，産業全体の供給曲線がMC。の

ように与えられたとしよう．このとき元の有効需要関数での均衡点はE1で

決まり，産業の均衡生産量はXlで，国内均衡価格はヵ1Dとなる．勿論，その

ときの均衡輸出量はA1B1である．ここでθ拡大されたならぱ，MC。での

均衡点はE2になり，産業の均衡生産量はX・，国内均衡価格は加D，産業の均

衡輸出量はA．B。になる．産業全体の供給曲線がMC。で与えられたケース

では，θの拡犬により，均衡生産量は減少する．そして国内均衡価格は昇す

るので，国内需要は必ず減少する．しかし生産量と国内需要の差である均衡

輸出量の変化は不明である．さらに点E・は点E1よりも下にあることから，

均衡合成価格は下落し，生産老余剰も減少する．

　一方，産業全体の供給曲線がMC・のように与えられたとしよう．このと

き元の右効需要関数での均衡点はEl’で決まり，産業の均衡生産量はX11で，

国内均衡価格格は力1D’となる．そして，そのときの均衡輸出量はAl’Bl’で

ある．ここでθが拡大されたならぱ，MC日での均衡点はE．1になり，産業の

均衡生産量はX・1，国内均衡価格は加”，産業の均衡輸出量はA・’B・1になる．

産業全体の供給曲線がMC日で与えられたケースでは，θの拡大により，均

衡生産量はむしろ増加する．国内均衡価格は上昇するので，国内需要は必ず

減少する．均衡輸出量は明らかに増加されることが確認される．点E・’は

点E・’よりも上にあるので，均衡合成価格は上昇し，生産老余剰も増加する．

二のような外生的バラメータの変化に対する比較静学の結果を表にまとめる

と，表1のようになる．参考に，λ＝Oの場合の比較静学の結果をまとめたの

が表2である．
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　表1λ〉Oのときの比較静学

（115）

■　　　　1　　　■　　■　1　1　　　　　　1

産業生産　輸出　消費　国内価格　合成価格　生産老余剰　貿易収支1〕

勿” ■ ■ 一 十 十 一 ■

ψ” 十 十 十 1 十 十 十

励2〕 十 十 十 ■ ’ ？ 十

∂θ訓

／
二

十
？

■
■

十
十

十
1

十
■

十
？
4
，

1
）

2
）

3
）

4
）

ただし，力”θ一σw≧O

寡占のケースのみ．

完全競争のケースのみ、上段は6X〃θ〉Oの場合であり，下段は∂X〃θ

〉Oの場合である、

力wθ一σw＝0の場合，正である．

表2卜Oのときの比較静学（独占及び寡占）

吻”

ψ”

肋

産業生産　輸出　消費　国内価格　生産老余剰　貿易収支

0　　　　0

十　　　　十〇　　一1〕　　　十1〕 十　　　　十1）

十　　　？則　十1〕 ？　　　　　？

1）　ただし，E＜〃十ユ

2）線形需要関数の場合，正である．

5　結び

　以上，輸出義務政策がもたらすさまざまな効果について，三つの市場構造

を想定し，評価を行った．特に寡占市場での均衡分析において，クーノレノー

線の概念を適用し，消費者余剰及び生産者余剰の分析を通常の価格・数量平

面ア図示することで，異なる市場構造に対する部分均衡分析での図解上の遵

続性及び一貫性を保った．結論として次の四つの点を指摘できよう．

　1）輸出義務政策は最終財市場が完全競争の場合には，自由貿易均衡に比

べ，必ず生産量及び輸出量を拡大させ，国内消費を減少させる．したがって

生産老余剰は増加し，消費者余剰は減少する．

　2）　しかしながら輸出義務政策により市場構造が独占又は寡占的であり，
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しかも最低輸出比率（θ）がそれほど大きくないならば，最低輸出比率制約は

実際として拘束しない．したがって国内市場の保護のみが与えられる効果と

なり，企業は自由貿易時の生産量を変える事なく・最低鞠出比率を越えて輸

出を行うことで利潤最大化を図る1この場合の輸出義務政策は，当然ながら，

生産の拡大には何の役割も果たせない．

　3）輸出義務政策は生産拡大及び輸出拡大のための政策としては有効では

ない．それにもかかわらず貿易収支の改善には非常に有効な手段になり得る．

　4）比較静学において，最低輸出比率がちょうど満足される場合でも，θ

を拡大させることが生産の増加及ぴ輸出増加をもたらすとは言えない．

　しかしながら，このような結論は，厳しい仮定の上で成立している．この

ような意味において，本稿は多くの拡張又は補完されるべき点が残されてい

る．その中で特に四つの点を指摘しておきたい．第一に，輸出義務政策が金

額基準で行われる揚合である．これに関しては完全競争を想定したHeran－

der　and　Thomas（1986）の分析があるが，不完全競争への拡張が望まれる．

この場合，企業は与えられた金額基準での最低義務輸出額を制約として，ま

ず自分自身の輸出比率．（s）を決定しなければならない．当然，この輸出比率

（∫）は数量単位の輸出義務比率（θ）よりも大きいことが予想される．そして

この輸出比率の具体的関数11〕の形状が有効需要関数の形状を決定し，かくし

て数量単位の輸出義務政策とは異なる結論が得られる可能性がある．

　第二に，本稿での分析は，企業の参入・退出がなく，さらに推測変動が固

定されていることから，あくまでも短期を対象にしている．しかしながら長

期では，各企業6利潤がぜ口になるまで参入・退出が続き，当然，企業は推

測変動φを調整すると考えるのがより自然であろう．この場合，推測変動に

対してはモデノレの中から内生的に決定されるような方法が取られるべきであ

り，このような意味において，通常，整合的推測変動（ConSiStent　ConjeC・

tural　Variation）の概念が提示され，企業数の関数として与えられる．この

ように，長期にまで分析を拡張した場合，推測変動または企業数は長期均衡

への収束過程において非常に重要になるであろう．
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　第三に，輸出義務政策は通常，多国籍企業の市揚支配力制限のために利用

されることが多いことは第1節で述べたとおりである．輸出義務制約により

多団籍企業の行動バターンは，その制約を受ない国内企業のそれとは異なる

はずであり，特に多国籍企業と国内牟業が自国市揚において寡占競争を行う

場合，多国籍企業の市場支配力は輸出義務政策によって影響されるであろう．

これと関連しては，特に，Rodrik（1987）による分析がある．

　最後に，輸出入リンク制度への拡張である．本稿は中間財における自国産

部品調達規定（domesticcontentprotection）のアプローチを最終財に適用

することを試みたものである．そして，自国での中間財生産はないと仮定し

たが，最終財部門での輸出義務政策ととも中間財部門においても自国産部品

調達規定を導入するならぱ，それはあたかも輸出入リンク制としての役割を

果たすのである．

＊　本稿作成に当たり，池間誠教授，石川城太専任講師，犬学院池間ゼミの

参加者そして本誌のレフリーの先生方から数多くの貴重なコメントを頂いた．

また駿河台犬学の小島清先生からも貴重なコメントを頂いたが，時間の都合

上，本稿では反映することができなかった．今後，本稿をより改善させると

きの参考にしたい．特に，池間先生からは論文の細都にわたり，多くの示唆

と指摘を与えられた．ここで改めて感謝の意を表したい．もちろん，本稿中

の誤りはすべて筆者の責任である．

1）　ベネズエラやメキシコ及ぴ先進国ではカナダがその例である．韓国も60

年代から70年代の初めごろまで，輸出促進政策の一環として最低輸出額制

度を施行した経緯がある．

2）L6pez　and　Rodrik（1991）によれぱ，大部分の発展途上国において，全

体輸入の中で消費財が占める割合は20％未満に過ぎない．輸入の80％以上

が最終財生産のための中間財及ぴ資本財の輸入で構成されており，発展途上

国での貿易問題を取り扱うには，中間財の側面を考慮すべきであることを強

調している、

3）　ここでの分析は，企業の参入退出がなく，さらに推測変動が固定されてい
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ることから，あくまでも短期を対象にしている．

4）輸出義務政策の場合の厚生（〃）は，消費老余剰（GA力D）と生産老余剰

（〆回EML）の合計である、したがって輸出義務政策の自由貿易での厚生と

比較した死重損失（DwL1〃）は，

　DwL1柵＝自由貿易での厚生一輸出義務政策での厚生

　　　　　＝GH〆十グML一（GA〆十〆EML）

　　　　　＝〆AC〆十AA℃一A’EMH（ここで〆AC〆

　　　　　＝CEJFであるので）

　　　　　＝CEJF＋AA’C－A’EMH＝AFH＋EMJ
になる［力DAC〆。＝（力D一〆。）（1一θ）X＝θ（〆一ヵ”）（1一θ）X1（力”一力w）

θX＝CEJF］．

5）図1において，輸出補助金政策（最終財輸入関税並行）の場合の厚生w1困

は，

W1困一∫u一㌻（・）炸（ク・・1）（・一θ）塩・ム［（州）（・一θ）

　　　・州一∫｛舳［1w・ポ（・）1・x一∫1；独（1”・・一1）荻

　　　　一∫θX困

である．右辺の第一項と第二項は消費者余剰であり，第三項と第四項及ぴ第

五項は生産老余剰である．そして第六項は政府の補助金支出である．消費者

余剰は図1において，三角形Gα（ヵw＋左）であり，補助金分を除いた純生産

者余剰は（力w＋丘）αF’〆十力wML一βMKである．従って輸出出補助金政策

の死重損失は，次のようになる．

　　DWL1晒＝GHヵw＋〆ML一［Gα（〆十f）十（グ十f）αF’グ十〆ML

　　　　　　一βMK］＝αHF’十βMK三βKI＋βMK

6）例えぱ図3において，限界費用曲線の形状により均衡点が〆より低いと

ころで得られるならば，企業は財1単位を販売することによる限界収入は

〆よりも低い．ならぱ，企業のその財を〆で輸出することで，より高い限

界利潤を得る二とができるので，利潤最大化を満足していない．このような

場合には，独占企業はλ＝Oのケースのように両国からの限界収入をちょう

ど一致させるように生産量の配分を決めようとするであろう．

7）　クールノー線を用いた寡占均衡の導出及び均衡への収束過程についての

より詳しい分析は池間（ユ991）を参照すること．

8）　生産老余剰（PS）は，全体企業の利潤の合計（〃π）であるので，

　　PS＝〃［〆o（〃”）（σw，η））”（σw，〃）一｛qπ”（σ”，〃）十f（工（σ呼，〃））｝］
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として示される．
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φ三1として，Envelope　Theoremを適用すると，

1119）

箭一・（舟1（・一・）州一工）

一㎜（ポ等謀言讐桁｛）；綜÷） （a）

　　　繁一π・閉（紫1（・一1）灼1・〃）

　　　　　　一π・伽（缶（・一・）・・）　　　　（・）

となる．（a）式での分母は産業の安定条件から負である．独占の場合（仰＝

1），分子は本文の（2－b）式から正であるので，〃S肋wは必ず負となり，〃

〉Oの時においても，需要関数が大きく凸でないかぎり，61PS肋”は負とな

る．（b）式の右辺の第二項は負であるので，全体の符号は不明である．

9）〆＝〆θ十ヵD（（1一θ）X）（1一θ）であるので，次が成立する．

鉄一1・〆（・一1）喰

一1（〆（1苓嵩羊帰…綜≡丘・）

10）需要の傾きの弾力性（E）は，E＝Oなら線形，E〉Oなら凸，E〈Oなら

　凹のように，関数の形状を表すのに便利である．

11）企業が自分の収入のθ以上を必ず輸出するように制約される場合，各々

　の企業は，

　　　　　　　　　　力”㎝≧θ［力”∫コ：十力o（1－5）工］

　が満足されるように輸出比率（∫）を決定しなけれぱならない．制約が等号で

　満足されるならぱ，∫は次のように表される．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　θ〆
　　　　　　　　　　1（X，θ，カw）＝助・。（1一θ）力・
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